
１　第１号被保険者と総人口の状況

計画値

実績

比較

計画値

実績

比較

計画値

実績

比較

計画値

実績

比較

対比

【考察】

○　被保険者数は各町村とも75歳以上の人数が計画値より増加している。

○　総人口は各町村とも64歳以下の人口が減少しており、計画値と比べ0.4％減少した。

○　若干の数値の差はあるが、第１号被保険者、総人口ともに概ね計画どおりの状況となっている。

第７期介護保険事業計画におけるサービス見込量の進捗状況
（令和元年9月末現在）

100.3% 101.7% 101.0% 99.6% 101.4%

広域連合全体

490人 494人 984人 3,567人 27.6%

4,246人 4,663人 8,909人 25,358人 35.1%

491人 497人 988人 3,533人 28.0%

1人 3人 4人 -34人 0.4%

総人口 高齢化率

36.4%

-41人 0.6%

10,802人

10,843人 35.8%

1,926人 2,116人 4,042人 10,948人 36.9%

南部町

65歳以上75歳未満 75歳以上 計

26人 24人 50人

1,856人 2,077人 3,933人

1,830人 2,053人 3,883人

1,910人 2,167人 4,077人 10,915人 37.4%

-16人 51人 35人 -33人 0.4%

4,257人 4,741人 8,998人 25,250人 35.6%

11人 78人 89人 -108人 0.5%

伯耆町

日吉津村
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２　要介護認定者数の状況

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 合計 認定率

計画値 42人 100人 128人 149人 113人 95人 99人 726人 18.7%

実績 70人 102人 101人 159人 95人 89人 94人 710人 18.1%

比較 28人 2人 -27人 10人 -18人 -6人 -5人 -16人 -0.6%

計画値 44人 138人 157人 181人 122人 97人 102人 841人 20.8%

実績 51人 127人 144人 173人 104人 118人 78人 795人 19.5%

比較 7人 -11人 -13人 -8人 -18人 21人 -24人 -46人 -1.3%

計画値 8人 16人 36人 23人 28人 24人 25人 160人 16.3%

実績 13人 15人 37人 31人 30人 22人 18人 166人 16.8%

比較 5人 -1人 1人 8人 2人 -2人 -7人 6人 0.5%

計画値 94人 254人 321人 353人 263人 216人 226人 1,727人 19.4%

実績 134人 244人 282人 363人 229人 229人 190人 1,671人 18.6%

比較 40人 -10人 -39人 10人 -34人 13人 -36人 -56人 -0.8%

対比 142.6% 96.1% 87.9% 102.8% 87.1% 106.0% 84.1% 96.8% 95.8%

【考察】

○　高齢者人口の増加に伴い要介護認定者も同様に増加すると予測していたが、認定者全体では、資格喪失者が新規の認定者を上回ったことから計

　　 画値より減少した。

○　介護度別に状況を見てみると、要支援１では新規の認定者（80歳以上）が増加している。要介護１では介護度の変化により減少している。要介護３、

 　　要介護５では資格喪失者が多くおられたことから減少している。

広域連合全体

南部町

伯耆町

日吉津村
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３　介護サービスの量の状況　　※１月当たり平均値の比較 90% ～ 110% の範囲外について考察を行った。

（１）居宅介護サービスの状況

計画値 実績 比較 対比 対比

2,881回 3,078回 197回 106.8% 109.4%

8回 12回 4回 150.0% 139.8%

389回 477回 88回 122.6% 108.8%

502回 468回 -34回 93.2% 89.5%

77人 125人 48人 162.3% 167.7%

3,917回 4,097回 180回 104.6% 103.9%

2,475回 2,264回 -211回 91.5% 86.5%

866日 508日 -358日 58.7% 58.3%

231日 234日 3日 101.3% 96.4%

27人 32人 5人 118.5% 111.1%

413人 424人 11人 102.7% 99.3%

9人 8人 -1人 88.9% 66.2%

9人 6人 -3人 66.7% 67.8%

697人 688人 -9人 98.7% 95.5%

【考察】

○　居宅療養管理指導はグループホーム、サ高住等の施設入所者の利用等新規サービス利用者の増加によりサービス量、給付費ともに増加している。

○　短期入所生活介護は管内の短期入所生活介護事業所が休止したことにより、サービス量、給付費ともに減少した。

○　特定施設入居者生活介護は新規入所者の増加によりサービス量、給付費ともに増加している。

○　訪問入浴介護、特定福祉用具購入費、住宅改修費については、母数が少ないため対比が大きくなった。

計画値との対比

サービス量 給付費

-103,182円

20,579,667円 17,798,688円

4,951,083円 5,502,490円 551,407円

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

居宅療養管理指導

通所介護

計画値 実績 比較

-153,822円

492,167円 825,259円 333,092円

27,675,833円 28,759,638円

2,480,026円 200,609円

7,288,417円 7,971,542円

1,463,167円 1,309,345円

住宅改修費

居宅介護支援 -458,909円

524,583円 355,716円 -168,867円

10,096,333円 9,637,424円

通所リハビリテーション

短期入所生活介護

短期入所療養介護

特定施設入居者生活介護

福祉用具貸与

特定福祉用具購入費

1,083,805円

683,125円

95,417円 133,404円 37,987円

2,279,417円

271,000円 179,329円 -91,671円

6,073,333円 6,027,905円 -45,428円

-2,780,979円

7,385,500円 4,306,205円 -3,079,295円

2,836,250円 2,733,068円
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（２）地域密着型介護サービスの状況

計画値 実績 比較 対比 対比

2人 4人 2人 200.0% 125.7%

955回 791回 -164回 82.8% 82.9%

313回 301回 -12回 96.2% 99.9%

1人 2人 1人 200.0% 144.2%

54人 54人 0人 100.0% 103.3%

29人 24人 -5人 82.8% 86.3%

【考察】

○　定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び小規模多機能型居宅介護は母数が少ないため対比が大きくなった。

○　地域密着型通所介護はみなし指定の管外事業所のサービス利用者が減少したことにより、サービス量、給付費ともに減少している。

○　地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護は利用者の入退所の関係で、定員一杯までのサービス利用とならなかったため、サービス量、給付

　　 費ともに減少している。

サービス量 給付費

-3,391円

8,082,583円 6,978,499円 -1,104,084円

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

計画値 実績 比較

397,750円 499,839円 102,089円

地域密着型通所介護

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

認知症対応型共同生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

193,333円 278,736円 85,403円

12,790,500円 13,218,003円 427,503円

7,332,167円 6,079,712円 -1,252,455円

2,700,500円 2,697,109円
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（３）介護予防サービスの状況

計画値 実績 比較 対比 対比

0回 0回 0回 0.0% 0.0%

75回 90回 15回 120.0% 134.2%

102回 153回 51回 150.0% 138.2%

5人 5人 0人 100.0% 103.8%

73人 55人 -18人 75.3% 76.2%

14日 23日 9日 164.3% 161.9%

5日 6日 1日 120.0% 113.7%

0人 0人 0人 0.0% 0.0%

94人 108人 14人 114.9% 109.0%

3人 2人 -1人 66.7% 48.3%

4人 3人 -1人 75.0% 60.1%

151人 150人 -1人 99.3% 95.4%

【考察】

○　介護予防訪問介護、介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養介護、特定介護予防福祉用具購入費及び介護予防住宅改修費は母数

　　 が少ないため対比が大きくなった。

○　介護予防訪問リハビリテーションは利用回数の多い新規サービス利用者が増えたためサービス量、給付費ともに増加している。

○　介護予防通所リハビリテーションは通所リハビリテーション事業所の休止により、総合事業の通所介護へ移行した利用者があったためサービス量、

　　 給付費ともに減少した。

サービス量 給付費

5,631円

2,519,167円 1,920,144円 -599,023円

91,667円

介護予防訪問入浴介護

介護予防訪問看護

介護予防福祉用具貸与

特定介護予防福祉用具購入費

介護予防住宅改修費

介護予防支援

0円 0円

介護予防訪問リハビリテーション

介護予防居宅療養管理指導

介護予防通所リハビリテーション

介護予防短期入所生活介護

介護予防短期入所療養介護

介護予防特定施設入居者生活介護

計画値 実績 比較

336,667円 451,665円 114,998円

300,750円 415,732円 114,982円

33,333円 34,601円 1,268円

0円

0円 0円 0円

41,250円 46,881円

148,394円 56,727円

178,903円 -118,597円

688,417円 657,067円 -31,350円

592,167円 645,199円 53,032円

81,250円 39,225円 -42,025円

297,500円
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（４）施設サービスの状況

計画値 実績 比較 対比 対比

166人 165人 -1人 99.4% 95.2%

165人 165人 0人 100.0% 99.2%

14人 12人 -2人 85.7% 72.9%

0人 14人 14人 0.0% 0.0%

【考察】

○　介護療養型医療施設は母数が少ないため対比が大きくなった。

○　介護医療院は平成30年１0月に新規開設された。計画策定時には開設を想定していなかったため、サービス量を見込んでいない。

（５）各サービス給付費の状況

【考察】

○　高額医療合算サービス等費は高額介護サービス費の制度改正に伴い、平成29年度分の交付申請の時期が遅くなったため実績が増加した。

○　全体でのサービス給付費は計画値より2.9％下回っているが概ね計画どおりである。

サービス量 給付費

介護サービス給付費

特定入所者介護サービス等費

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護医療院

介護予防サービス給付費

計画値 実績 比較

4,432,235円

介護療養型医療施設 5,147,583円 3,750,628円 -1,396,955円

46,799,083円 44,536,648円 -2,262,435円

43,723,583円 43,380,411円 -343,172円

高額介護サービス等費

高額医療合算サービス等費

審査支払手数料

1,206,558円

267,263円

0円

合　　　計 239,862,801円 -6,871,252円

176,603円

764,891円

-27,237円

4,083,333円

441,667円

294,500円

232,991,549円

※利用者負担等見直しの影響額 1,473,551円 -1,473,551円

97.1%

割合

97.6%

4,982,167円 -444,358円 91.1%

94.0%

104.3%

0円 4,432,235円

実績

213,871,859円

4,537,809円

8,848,125円

4,259,936円

273.2%

90.8%

計画値 比較

-

219,179,250円 -5,307,391円

-560,208円9,408,333円
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